
重症心身障害者在宅医療支援事業委託仕様書

１ 業務名

重症心身障害者在宅医療支援事業

２ 業務目的

医療を必要とする在宅の重症心身障害者（おおむね１８歳以上）に対して、医師、理学療法

士等多職種で構成する在宅医療支援体制の構築に向けて、多職種連携による支援をモデル的に

実施することにより、それぞれの職種に求められる支援内容や技術を明確にするとともに、多

職種の専門的な職員の連携による包括的な支援体制の構築を目的とする。

３ 業務内容

重症心身障害者の支援に関して相当の実績・専門性を有し、適切な事業運営が可能な社会福

祉法人等において、コーディネート職員（看護師等）を配置し、次に定める事業を実施

（１）医療を必要とする在宅障害者に対する支援について、医師、看護師、理学療法士、保育士

等多職種の専門的な職員の連携による包括的な地域支援体制を整備するとともに、多職種

連携の意義や具体的な取組方法について、実践的な研修等を実施する。

《体制の整備》

・在宅支援に関わる関係機関・関係者との連携・調整

《研修会等の実施》

・在宅支援の包括支援について考える講演会等を開催

（対象：在宅支援に関わる関係機関、関係者）

・多職種連携の意義や具体的な取組方法について学ぶ実践的な研修会を実施

（対象：在宅支援対象者に関わる関係機関、関係者）

（２）個別具体のケースをモデルとして多職種連携により支援を行い、その課題を洗い出し、包

括的な支援の実施に向けた検討を行うとともに、検討結果を取りまとめる。

４ 提出書類等

本件受託者は、本業務受託決定後、下記の書類を作成し提出するものとする。

（１）業務実施計画書、その他必要と認める書類

※業務着手に先立ち、県担当者と協議・調整のうえ提出すること。

（２）その他、県が指示する書類

５ 議事録作成

本件受託者は、本業務の円滑な進捗を図るため県担当者と協議しながら作業を進め、打合せ

協議があった場合はその内容について議事録を作成し、県の確認を受けなければならない。

６ 機密の保持

本件受託者は、本業務実施中に生じる全ての成果品を、県の許可なく他に公表及び貸与しては

ならない。また、本業務中に知り得た事項を他に漏らしてはならない。



７ その他事項

（１）再委託について

原則として、本件業務の一部又は全部を第三者に再委託してはならない。ただし、あらか

じめ当該作業を完全に履行するために関与するすべての委託先（順次、再委託する場合は最

終の委託先まで）を特定し、再委託の内容、そこに含まれる情報、その他再委託先に対する

管理方法等を記載した書面を県に提出し、承諾を得た場合はこの限りでない。

（２）仕様変更

本件受託者は、やむを得ない事情により本仕様書の変更を必要とする場合には、あらかじ

め県と協議のうえ、承認を得ること。

（３）その他

本仕様書に記載されていない事項については、県の指示に従うこと。

本仕様書の記載内容に疑義が生じた場合は、県と協議すること。

別紙「公契約条例に関する遵守事項」を遵守すること。




